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トップ・マネジメント構成と技術開発戦略の変更
The Insuence ofTop ManagementTeam Demography on Strategic Change of 
Technological Diversification in Japanese Chemical Industry 
東洋大学経営力創成研究センター研究員 中内基博
要旨
本稿は、 トップ・マネジメント・チームの構成が、技術開発戦略の変更に与え
る影響について日本の化学企業を対象に分析を行った。分析によって、取締役の
研究開発についての職能経験が技術ポートフォリオの拡大に影響を与えており、
また職能背景の異質性が技術ポートフォリオの変更やパフォーマンスに影響を与
えているということがわかった。なお、 TMT平均在職期間は、技術戦略の変更
と逆U字の関係性があることが見出された。
キーワード(Keywords):トップ・マネジメント・チーム(topmanagement team)、
技術経営(managementof technology)、 TMT異質性
(TMT heterogeneity) 
Abstract 
This research examines the relationship between the demography of top 
management teams and strategic change of technological diversification in 
Japanese chemical industry. 1 found that an executive's career experience in 
R&D has a positive impact on change in technological diversification， and 
functional heterogeneity within a top management team is positively related 
to absolute change in technological diversification and performance. 1 also 
found that there is an inverted U"shaped relationship between average tenure 
of a top management team and strategic change. 
第1節はじめに
技術開発が製品やサービスの質を決定する重要な要素となっている産業では、
技術開発の方向性と技術蓄積の方法に関する意思決定は、トップ・マネジメントに
とって最も重要なタスクのひとつであると考えられる。特に近年、環境の不確実
性が増大する中で、技術開発の効率性を高めて、高付加価値を最大化する技術経
営 (Managementof Technology)のあり方(延岡 2006)に注目が集まっている。
一般に、技術開発は不確実性が高いためマネジメントが最も困難な領域であると
言われる。技術開発は成果を挙げるまでに長時間を要するだけでなく、多大な労
力をかけて蓄積した技術が将来の顧客ニーズに適合しているとも限らず、また競
合企業の技術開発や商品の市場導入の動向が、自社の付加価値に重大な影響を与
えるからである(延岡2006)。こうした高い不確実性の中では、トップ・マネジメ
ントの戦略的意思決定能力が業績を左右する重要な要素となる(延岡 2002)。よ
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って、日本の製造業を取り巻く環境の不確実性が高まった 80年代後半から、技
術開発を長期的視点からマネジメントする技術経営がトップ・マネジメントにと
って重要な課題となっているのである。
しかし、技術経営とトップ・マネジメントの関係性については、幾つかの事例
(e.g.，内ケ崎 2002)によって重要性は語られる一方で、実証研究はほとんど存在し
ない。少数の研究がトップ・マネジメント構成と研究開発費支出の関係について実
証しているが、研究開発費支出の総額を単に増減させるだけでは技術開発戦略と
しては十分とは言えない。長期的視点に立って市場や競合の動向を分析・予測し、
将来の事業ポートフォリオを想定して、自社が保有・開発すべき技術、すなわち
技術ポートフォリオを考慮、した投資を行うことが求められるであろう。戦略的な
資源配分の際に考慮、すべきは、いずれの技術分野に焦点を当てるのかということ
だけでなく、既存の技術開発を中止することも含まれる。こうした技術開発戦略
の変更は、し、かなるトッフ0・マネジャーによって先導されるのであろうか。近年で
は全社レベルで、の技術開発の方向d性にトップが積極的に関与していると言われる
が、実際の因果関係はほとんど実証されておらず不明である。
そこで本稿では、日本の化学産業に焦点を当てて、 トップ・マネジメントが技
術開発戦略の変更にどのような影響力をもつのかについて実証的に明らかにした
い。日本の化学産業は、研究開発型の高付加価値な産業として知られており、ま
た多様な技術から多種多様な製品が生まれる技術の不確実性の高い産業である
(伊丹 1991)。したがって、化学産業では、いずれの技術分野へ戦略的に資源を
投じて技術蓄積を図るのかは、その後の製品開発の方向性に関わるため、きわめ
て重要なトップ・マネジメントの意思決定事項となっているのである。
概ね本稿の分析結果が示しているのは、化学産業のトップ・マネジメントは、自
社の技術ポートフォリオの変更に影響を与えているということである。特にトッ
プ・マネジャーの職能背景(これまでの職歴)やトップ・マネジメント・チーム内
の職能のばらつきの程度によって、技術ポートフォリオが変更される可能性が示
された。こうした結果は、 MOTの議論においてトップ・マネジメント構成に関す
る考察を行うことの重要性を示唆しているものと思われる。
次節では、 トップ・マネジメントの意思決定と技術開発戦略に関する先行研究
をレビューし、第3節においてトップ・マネジメントと全社戦略の変更に関する論
理を援用して仮説を導出する。第4節では、日本の化学産業の特徴を述べた後に、
サンフ。ルと変数、分析モデ、ルを提示する。続く第5節では結果の考察を行う。最
終節では今回の分析から得られた知見をまとめ、今後の研究の方向性を示したい。
第2節トップ・マネジメント構成と技術開発戦略に関する先行研究
トップ・マネジメント構成と戦略的意思決定の関係性についての先行研究は欧
米を中心に膨大な数にのぼるが、技術開発と関連付けて論じた先行研究は極めて
少ない。しかもそのほとんどが研究開発費支出の増減に関する意思決定を扱った
研究である。たとえば、 Barkerand Mueller(2002)は、 CEO(ChiefExecutive 
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Officer)の職能背景のタイプ(し、わゆる職歴)によって研究開発費支出を選好する
程度が変わることを明らかにしている。類似した研究として、 Daellembach，
McCarthy， and Schoenecker(1999)は、技術系の職歴経験者がトップ・マネジメ
ント・チーム(以下、 TMT)にいる場合やCEOが技術分野の出身者である場合
には、研究開発費支出を増大する傾向があるとしづ結果を得ている。また、 Datta
and Guthrie(1994)は、研究開発費支出が多い企業は、高い教育経験と技術系の
職歴を有する CEOを選出する傾向があることを見出している。日本企業を分析
したトップ・マネジメント研究はさらに少数に留まるが、社長の職能背景とその他
のTMTメンバーの異質性との関係性が研究開発費の支出総額に影響を与えるこ
とを明らかにしている研究(中内2005)がある。
上記の先行研究は、 CEO(社長)や TMTが研究開発費支出に影響を与える可能
性を示した点に貢献があると言える。もちろん研究開発費支出に関してはトップ・
マネジメントの専管事項である。しかし、より重要なのは単なる研究開発費総額
の多寡ではなく、いずれの技術分野を選択して集中的に研究開発費を投じるのか
としづ技術戦略の変更に関わる意思決定であろう。先行研究では、自社が保有す
べき技術の範囲や重点的に投資すべき技術分野の決定など、技術ポートフォリオ
の変更に関する意思決定と、 トップ・マネジメントの関係性についてはほとんど
検証されていない。よって、本稿では技術ボートフォリオの変更にトップ・マネ
ジメントのし、かなる特性が影響を与えているのかについて明らかにしていきたい。
技術ポートフォリオの変更は、付加価値創出の最大化を図る MOTの観点から
も技術戦略に関する重要な意思決定である。付加価値創出の最大化のためには、
研究開発費の総額の意思決定に加えて、いずれの技術分野に研究開発資源を集中
的に投入し、し、ずれの技術分野から撤退するのかという意思決定が重要となる白正
岡2006)。例えば、既存の事業部の範時を超える先端技術分野や複数事業部にま
たがる新しい技術分野に将来有望な製品がある場合、これら技術分野への投資は、
事業部長の意思決定の範囲を越えることが多い。同様に、既存の製品分野や特定
の技計f領域からの撤退は事業部レベルで、は決定することが困難である。さらに、
化学産業などのように基礎技術の開発に時間がかかる産業では、技術開発の方向
性は将来の技術蓄積と企業のあり方を決定する上で極めて重要な戦略的意思決定
事項である。したがって、長期的な視点から新規に技術開発を行う分野を選択し
たり、既存の技術開発を中止したりする意思決定はトップ・マネジメントがなすべ
きタスクであり、百1fTの一連の戦略的意思決定によって技術開発戦略の変更が
行われ、結果的に技術ポートフォリオが変化していくと考えられるのである。
トップの技術開発戦略への関与の事例としては内ケ崎 (2002)が詳しい。それ
によると日立化成工業では、トップが積極的に技術開発の方向性に関与しており、
テーマ採択、中間進捗状況報告(継続の可否判断)、成果の判定について、経営会
議で討議されるとしづ。同社では、探索研究から事業化までの段階を「インキュ
ベーションJIパイロットJIフ。ロダクトアウト」の3つのステージに区分して管
理しているが、 トップがその各ステージごとで、開発継続の可否判断を行っている
としづ。この事例が示しているのは、トップ・マネジメン卜の意思決定によって技
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術ポートフォリオが変化する可能性があるということである。つまり、 トップに
よって技術開発の方向性が決定されることで 結果的に蓄積される技術の範囲と
深さが変わると考えられるのである。
第3節仮説の導出
トップ・マネジメントのし、かなる特性が、技術開発戦略の変更と関連するので
あろうか。技術開発に関する先行研究がほとんど存在しないため、ここでは主に
トップ・マネジメント構成と全社戦略の変更との関係'性を扱った先行研究から論
理を構築し、仮説を導出することにする。その際、様々なアプローチが考えられ
るが、本稿ではトップ・マネジメントの戦略変更の文脈において頻繁に用いられ
る次の3つの観点から、戦略変更に対する選好度を予測するモデ、ルを構築するこ
とにする。すなわち、 トップ・マネジメント・チームが保有する認知資源の多様
性の程度、職能のタイプ、そしてTMTの平均在職期間である。
くTMTの認知資源の多様性〉
戦略変更に着手するトップ・マネジメント・チームの意思決定は、機会や制約に
対するメンバーの知覚に基づいている('fushmanand Romanelli，1985) と考え
られている。そうした知覚は認知ベースや価値観を通して解釈されたものであり
(Hambrick and Mason，1984; Wiersema and Bante1，1992)、一般に、チーム・
メンバーの認知ベースの多様性は組織が適応する能力を高める (Katz，1982;
Weick，1969)と言われる。τ'MTが保有する認知資源の多様性の程度については、
チームの異質性としづ概念で捉えられることが多い。異質な人々は多様な認知資
源や情報源を有しており、したがってチームとして多様な視点から問題解決に取
り組むことができるというロジックである 1)。つまり、異質なバックグラウンド
を持つ人々が集まったチームは、情報源や視点の多中葉性によって不確実性への対
処能力や紘織の適応能力を高めることができるため、創造的で革新的な意思決定
を行うことが可能になる (Hoffmanand Maier，196L Hambrick and Mason， 
1984; Wiersema and Bantel，1992) と考えられているのである。
以上から、先行研究では、異質性の高いチームは環境の不確実性への対処能力
に優れると考えてきたのである(Finkelstein.1992)。また、実証研究によって、異
質なチームはこれまでの経路に依存しない戦略や札織を考案し、実行するという
ことが見出されている (Hambrick，Cho， and Chen， 1996)。したがって、異質性
の高い百1Tは、技術開発の不確実性へ対処する能力が相対的に高いと考えられ
る。特に、技術開発の不確実性が高い産業においては、将来の事業リスクを見積
もった上で、新しい技術分野への投資を決定し、既存の技術開発の将来性を鑑みて
撤退するなど、過去の経路に依存しない柔軟な意思決定を行うことが求められる。
こうした技術開発の方向性や技術蓄積の方法に関する戦略変更は、やがて技術ポ
ートフォリオの変化として顕在化するであろう。よって次の仮説を導く 2)。
仮説 1:TMT異質性は技術ポートフォリオの変化と正の関係性にある。
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く職能のタイプ>
職能のタイフ。が戦略的意思決定に与える影響については複数の先行研究が論じ
ている。頻繁に用いられる職能タイプとしてはHambrickand Mason(1984)があ
る。彼らはアウトプット関連の職歴(例:研究開発/技術系、マーケテイング/営
業)とスルーフ。ット関連の職歴(例:会計/ファイナンス、生産、管理、法務など)
に二分して、職歴と意思決定の関係を考察している。Finkelsteinand 
Hambrick(1996)によると、アウトプット関連の職能経験があるマネジャーは、
新しい製品や市場の発見を通して成長性を追及する職能分野であるため、イノベ
ーション戦略を選択する傾向にあるという 3)。他方で、スルーフ。ット関連の職能
経験のあるマネジャーは、日頃から組織の効率性の改善に従事しているため、リ
スクの高い先端技術分野への投資には消極的になるであろうし、また収益を生み
出していない製品分野からの撤退や、見通しの立たない技術分野への投資の抑制
を行うと考えられる。この分類を用いて実証分析を行った Barkerand 
M ueler(2002)や中内 (2005)は、アウトフ。ット職能のマネジャーが TMTに占
める割合が高くなると、研究開発費支出が増える傾向にあることを見出している。
こうした考えに基づくと、アウトプット関連の職歴を持つマネジャーは、既存
の技術分野の枠組みを超えた先端的な技術分野へ積極的に投資を行おうとするで
あろう。よって、アウトプット職能の 宮町構成員が多いほど、技術ポートフオ
リオの幅は広がると予測される。他方、スループット関連の1制埜を持つマネジャ
ーは、見通しの立たない技術分野への投資は抑制し、場合によっては特定の技術
分野から撤退することを決定するであろう。よって、スルーフ。ッ ト職能の TMT
構成員が多いほど、技術ポートフォリオの幅は狭くなると予測するのである。
仮説2-1:TMTに占めるアウトプット職能のマネジャーの割合が多いほど、技
術ポートフォリオの幅は広がる
仮説2-2:TMTに占めるスループッ ト職能のマネジャーの割合が多いほど、技
術ポートフォリオの幅は狭まる
くTMTの平均在職期間>
Michel and Hambrick(1992)によると TMTメンノくー の当該企業における平
均在職期間はチームの凝集性をあらわす指標である。一般に、クマルーフ。在職期間
が長くなれば、コミュニケーション頻度が高まり、共通の規範や言語、ルーチン
の開発が促進されると考えられている (Zengerand Lawrence，1989)。しかし、
同時に、硬直性を高め、既存のプラクティスや手順へのコミ ットメントを強めて
新しいアイデアを遮断する可能性(Katz，1982)が指摘されている。結果として生
じるクー ルー フ。の凝集性は、現状へのコミットメントや既存の戦略に対する慣性を
強める傾向があるため、ク、、ループ凝集性は機能不全に陥るような集団浅慮
(groupthink)を導く可能性がある (Janis，1972)。
実際、 Finkelsteinand Hambrick(1990)はTMT在職期間と戦略の固執との聞
に正の相関を見出している。同様にBoeker(1997)は、 TMT在職期間と戦略変更
との聞に負の相聞があることを明らかにしており、この関係は組織のパフォーマ
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ンスが悪化している状況下ではますます負の関係が強まるとしている。また、
Wiersema and Bantel(1992)は相対的に短い在職期間のTMTがし、る企業では、
戦略変更(製品多角化における変化)が行われる可能性が高いことを見出してい
る。他方で、これらの研究とは逆に正の相関を有するとしづ結果を得ている研究
もある。たとえば、国際的多角化戦略の変更に与える影響を分析したWallyand
Becerra (2001)は、羽町平均在職期間と戦略変更との聞には負の相闘があると
予測した仮説とは逆に、正の相関があるとしづ結果を得ている 4)。
こうした矛盾する分析結果に対するひとつの解として Pfeffer(1983)は、チー
ム・メンバーの交代率に着目している。 Pfefferによると、ほとんど交代がなされ
ない札織では価値観や視点や行動が硬直化してしまうが、交代率が高い場合には
新たに加入したメンバーカ靖国劇こついての知識を十分に保持していないという状
況を生んでしまうとしづ。 Wiersemaand Bantel(1992)の実証結果がこれを支持
している。彼らはTMT在職期間と戦略変更との聞に正の相関を確認しているが、
この結果が支持されるのは、平均在職期間が 5年以下の場合のみで、あった。さら
にGoldenand Zajac(2001)は、 Pelled，Eisenhardt， and Xin(1999)が用いた平均
取締役会在任期間の指標を使って戦略変更との関係性を探求し、同指標が戦略変
更と逆U字の関係、にあることを見出している。これらの結果が示唆するのは、ア
クションを起すには車E織について理解する時聞がある程度必要になるが、かとい
ってあまりに時間が経っと凝集性が高まりすぎて積極的な行動に出ることができ
なくなるということを示しているのである。以上から、次の仮説を導く。
仮説 3:TMTの平均在職期間は、技術ポートフォリオの変更と逆U字型の関
係にある
第4節サンプル、変数および分析方法
技術経営の観点からトッフ。の意思決定と技術開発戦略を捉える上で、化学産業
は格好の材料となりうる。化学産業を取り上げる理由は以下の3点による。
第一に、化学産業は、鉄鋼と並ぶ日本の基幹産業であるとともに、高付加価値
を生み出している産業である(西)1 1998;機能性化学産業研究会 2002)5)。西川
(1998)によると、 1995年時点の化学産業の一人当たり付加価値額は、電気干鋸号の
2.7倍で、あった(電気機器1.120万円、化学産業3.060万円)。また、国内化学品市
場の規模は世界第2位、平成11年の国内出荷額は約36兆円億2造業全体の約13%)、
付加価値生産額は約 17兆円(問、約 16%)であり、日本経済に対するインパクト
は非常に大きい産業といえる(機能性化学産業研究会2002)。したがって、付加価
値創出の最大化を図る技術経営を考える上で分析に適した産業と言えよう。
第二に、電機・精密・自動車など技術開発が重要となる産業の中でも、化学産業
はトップ・マネジメントの意思決定が技術開発動向に比較的影響を与えやすい産
業である。化学産業は基礎技術の蓄積に時間がかかるうえに、技術や製品が拡散
していくという特性を持っており、技術の不確実性が高い産業である(伊丹1991)。
また、自動車などの最終製品を目標にするのとは異なり、化学産業では製品が多
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種多様であり、多くの技術の焦点になるようなひとつの最終製品がなし、(伊丹
1991)としづ特徴もある。こうした産業では、初期の技術の選択が扱える製品の
種類を特定化してしまうため、他の産業よりも技術蓄積の方向性に対するトップ・
マネジメントの関心が高い産業であると考えられる。さらに、近年では化学製品
の開発リードタイムが、急激に短くなっており(88年時点で4.7年→98年時点で
は2.1年)(機能性化学産業研究会 2002)、技術の不確実性が一層高まってきてい
る。したがって、いずれの分野へ戦略的に資源を投じて技術蓄積を図るのかは、
きわめて重要なトップ・マネジメントの意思決定事項となっているのである。
第三に、技術ポートフォリオを作成するために必要なデータの入手可能性が挙
げられる。研究開発成果に関する最も客観的な指標のひとつとして特許が挙げら
れる。但し、技術分野を判断する上では特許を専門分野ごとにまとめる必要があ
る。これについては化学技術特許調査会がまとめた『化学企業の動向と戦略』が
有用なデータを提供してくれる。同書は東証 1部上場の大手化学企業 35社を収
録しており、各社の特許を 16の技術分野(その他分野を含む)に区分して集計して
いる。しかも 1986年度から 2000年度まで一貫して同じ区分に基づいており、時
系列での変化を捉えることが可能である。
以上より、技術の不確実性が増大する中で、技術開発の有効性と効率性を高め
て付加価値の最大化を目論む技術経営のあり方を検証するにあたって、日本の化
学産業は、 トップ・マネジメント構成と技術ポートフォリオとの関係性について
有用な情報を提供してくれるものと考える。
<サンプルの選択とその理由〉
サンプルは、『化学企業の動向と戦略j(化学技術特許調査会編)に掲載されて
し、る東証1部上場の大手化学企業35社であり、分析期間は 1986年から 1995年
(3月末決算企業は 1987年3月期から 1996年3月期)の 10年間とする。この
期間を選択した理由は次の2点による。
第一に、世界のファイン化の波に乗り、化学産業が国際競争力をつけ始める不
確実性の高い時期だからである。 80年代まで化学産業は自動車産業や電機産業に
比して弱く、出遅れた産業(伊丹，1991)と認識されてきたが、 80年代後半以降、
特定の機能を持たせたファインケミカルやスペシャルティ製品にシフトしていく
中で、次第に国際競争力をつけ、 90年代には一貫して貿易黒字を達成している。
特に近年では機能性化学の分野において日本の化学企業は国際競争力を有してい
るといわれる。国際競争力を高めていった背景には、 80年代後半から 90年代半
ばにかけてのトップ・マネジメントの技術開発に関する戦略的意思決定によると
ころが大きいと予想される。また同時期、図表1が示すように売上高も急進して
おり、輸出超過になった90年度には 12兆円(サンフ。ル企業35社合計)を突破
するまで拡大する。一方、資産営業利益率 (ROA;サンフ。ル企業35社平均値)
は、88年をピークにバブル崩壊を経験して低迷したが、 93年を底にV字回復基
調にあることが窺える。業績回復の背後にはバブル期の過剰投資に対する資産リ
ストラを行った影響が強し、とはし、え、業績のばらつきを表す標準偏差が91年以
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図表1 大手化学企業の売上推移と ROAの変化
(%/標準偏差)
" 7 
1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
仁コ売上高-0--平均資産営業利益率何色)-.炉資産営業利益率の標準偏差
降に増大し、特に 98年以降は各社の業績格差が一段と広がっていることは注目
に値する。各企業が製品の多様化・高付加価値化を模索する中で、技術と環境の
不確実性が高まり、その結果、業績格差が大きくなったものと推察されるのであ
る。こうした不確実性の高い中では、トップ・マネジメントの戦略的意思決定に関
する能力がその後の明暗を分ける(延岡2002)。したがって、同時期を選択する
ことは本稿の論旨からも整合性があると考える。
第二に、データの入手可能性が挙げられる。技術分野ごとに公開特許データを
集計している『化学企業の動向と戦略~ (化学技術特許調査会編)が2000年で廃刊
となっており、 2000年度以降、技術分野に基づく各社の特許データが得られない
のである。また、同データは公開特許をベースにしているため、公開時点から 1
年半前に出願がなされていることに留意する必要がある。したがって、最終巻で
ある 2000年度(1999.7"'2000.6公開)の公開特許が出願された時期は 1998年度
(1998.1 "'1998.12)ということになる。ここでさらに考慮すべきは、トップが開発
費の投下を意思決定した時点(実際に開発に着手した時点)から開発成果としての
特許が出願される期間の設定である。西川(1998)に依拠して 1年半後から2年半
後に設定したため 6)、最終的にTMTの測定期間は1986年度から 1995年度とな
った 7)。なお、社長およびTMTについては、常務会に属する常務以上の職位に
ある取締役を対象としている。その結果、35社6104名の取締役が対象となった。
く分析方法と変数>
[分析方法]クロスセクショナル・データをプールし、重回帰分析を行う。その
際、Kmenta(1986)の自己回帰不等分散モデ、ル8)を用いた。 35社 10年のパネルデ、
ータであるため、単なる通常最小二乗法 (OLS)を用いたので、はバイアスがかか
ってしまうことに加え、 TMTの異質性を複数測定する場合には、系列相関や分
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散不均一性が発生しやすいことが指摘されている (Finkelsteinand Hambrick， 
1990; Hambrick， Cho and Chen，1996) 0 Durbin-Watson検定やBartlett検定を
行った結果、そうしたデータ特性を抱えることが分かつたため、分析方法につい
ては先行研究同様、系列相関と分散不均一性を修正する上記Kmentaの一般化最
小二乗法 (GLS)を用いた。
[従属変数]技術開発戦略の変更の代理変数として、技術ポートフォリオの変化
の絶対値を用いることにする。先行研究では、戦略変更の代理変数として、多角
化変数の翌年度変化の絶対値を用いることが多い。本稿では、技術ポートフォリ
オを技術の多角化の程度と見立て、先行研究と同様に、 Her品白ndal
indexによつて測定するo nは技術分野のカテゴリー数を表しており、本稿では
『化学企業の動向と戦略』が各社の公開特許件数を 15の技術分野(その他除く)
に区分して集計したものを用いている。またpは 15の技術分野それぞれにおけ
る特言判牛数の割合を示している。
H=1-LPi2 
τ'MTの意思決定が技術ポートフォリオに反映される年度jとその前年度j-1と
の差分(Lj却を、技術ポートフォリオの対前年度変化と捉え、また差分の絶対
値 (1LjHI)を戦略変更の代理変数として算出する。
[L:JHj[ =1Hj -Hj_1 1 
財務ノfフォーマンスは、叫!IT結成年度を tとすると酔3年度、計4年度の平均
資産営業利益率 (ROA)とした。また、 TMTが業績をどれだけ押し上げたのか
を測るため、 t-1年度と什4年度との差 (LjROA)を業績向上変数とする。技術
開発期間を 1年半から 2年半としたことから、その後に製品化されて上市される
期間を考えて 3年後、 4年後を選択した。
[独立変数とコントロール変数] 百!IT異質性の指標として、先行研究で頻繁に
用いられる職能背景(職歴)、当該企業における在職期間、年齢を用いることにす
る。職能背景の異質性は既述のHerfindal-Hirschman index によって測定する。
ここではpは刀分野それぞ、れにおける τ'MT構成員の割合である。職能背景は当
該企業における主たる職能経験を積んだ5分野(研究開発、生産、販売、事務管
理、財務)とした。各職能についての指標はBarkerand Mueller(2002)に倣い、
TMT構成員が入社以来、経験したすべての職能を職能ごとに集計し、 TMT人数
で除したものを用いている。当該企業における在職期間の異質性は、百!IT構成
員の在職年数の標準偏差によって求めた。TMT平均在職年数は、百!IT構成員の
当該企業における在職年数の平均値を採っている。年齢の異質性は、百!IT構成
員の年齢の標準偏差で求めている。社長の変数としては、年齢、社長としての在
任期間、当該企業における在職期間を採っている。
なおコントロール変数として、百!IT人数の自然対数値、従業員数の自然体数
値、負債/資産、 TMT平均年齢を用いる。過去の技術ポートフォリオの指標と
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して t-1年度の技術の多角化の変数を組み入れる。また、研究開発への注力度の
指標として研究開発集約度 (R&D集約度)を用いる。 R&D集約度は通常、研究
開発費を売上高で除した値を用いる。一方で、 R&D集約度は能力の創造に対す
るインフ。ットを測定するものであるから、技術資源の測定には研究開発費よりも
むしろ特許データが有用とする論者もいる (8辻verman，1996;Moweη; Oxley 
and 8ilverman，1997)。本稿のサンフ。/レ企業の多くは研究開発費を公表していな
いため、代理指標として t-1年度の公開特許数を売上高で除した値を用いた。
第5節分析結果と考察
図表2は化学産業35社 10年(観測数350)のGL8の分析結果である。
モデル1から 3は、技術開発戦略の変更(IL]HI)を従属変数としたモデ、ノレで、あ
る。一貫して技術ポートフォリオ(j-1)の値が小さし、(技術的多角化の程度が低し、)
企業が、技術開発戦略を見直していることが判る。モデル 1は、 τ'MT異質性と
技術ポートフォリオの変更との関係を見たものである。職能背景異質性のみが
5%水準で正の有意としづ結果である。よって、 TMT異質性が技術ポートフォリ
オの変更に正の影響を与えるとし、う仮説1は職能背景についてのみ支持された。
モデル2は、百tlT平均在職期間と技術ポートフォリオの変更が逆U字型の関
係にあるとしづ仮説3を扱ったものである。四tlT平均在職期間は0.1%水準有意
で戦略変更と正の相関があり、その 2乗は 0.1%水準で、負の相関が確認された。
したがって、関係性は逆 U 字型となり、仮説 3は支持された。この結果は
Pfeffer(1983)ら先行研究の論理と整合的である。
モデル3は、参考までに社長の特性と技術ポートフォリオの変更との関係性を
みたものである。社長の当該企業における在職期間については有意な結果は得ら
れなかった。これは社長交代に関わる指標であるが、社長交代は通常、出身(外
部/内部)と退出(解雇/通常交代)という区分で分析されることが多い。本稿
のような単純な枠組みでは捉え切れていないものと思われる。また、出身者社長
に就任してからの在任期間は 10%水準有意で、負の関係性にあったが、年齢につい
ては0.1%水準の有意で、正の相関が確認された。在任期間が短いほど戦略変更しや
すいとしづ結果は先行研究でもよくみられるが、年齢については年をとるほど戦
略変更に積極的とし、う意外な結果で、あった。
モデル4は、各職能と技術ポートフォリオの対前年度変化との関係性を検証し
たものである。分析の結果、アウトプット職能は研究開発が正の関係性 5%水準
で、の有意で、あったが、スループット職能はいずれも有意な結果は得ていない。し
たがって、アウトフ。ット職能のマネジャーが多いほど、技術的多角化は促進され
るとしづ仮説 1・1は部分的に支持されたが、スループットに関する仮説 1包は支
持されなかった。モデル 5，6，7は、財務ノfフォーマンスへの影響をみたものであ
る。いずれのパフォーマンスに対しても TMT異質性では職能背景のみが有意な
結果を得ており、 5%水準で、正の影響を与えている。
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図表2分析結果
modell model2 model3 model4 model5 model6 model7 
IL1HI IL1HI IL1HI L1H 平均ROA ROA(t+4) 。ROA
(t+3，t+4) (t-l to t+4) 
従業員数 0.648 * -0.742↑ -0.953 * 1.493 * 0.774 * 0.781 * 0.456 *キ
(0.00) (000) (0002) (0.002) (0.158) (0170) (0.170) 
負債/資産 0.253 t 0.230 0.189 0.130 -0.131 -0.201 -0.117 
(0.01) (001) (0009) (0.009) (1.102) (1.126) (1.126) 
TMT規模 -0.236 -0.384 -0.435↑ 0.130 0.680 *本ー0.809 キ* 0.473 * 
(0005) (0.004) (0.004) (0.005) (0311) (0.353) (0.353) 
技術ポー トフォリオ(;-1) -0.795 *ホ 1.392 *本*ー1.374* ー1.876 本本
(0.018) (0017) (0018) (0020) 
R&D集約度 -0.027 0.241 *ホ ー0.238 本* 0.070 (0.019) (0011) 
(1.400) (1.579) (1.460) (11221) (122.08) (122.08) 
ROA(t-1) 0.001 -0.050 -0.064 0.680 -0.092 -0.988 * 
(0000) (0.000) (0000) (0.311) (0.035) (0.035) 
技術ポートフォリオ(i) 0.313 * 0.431 * 0.252 * 
(1.001) (1.112) (1.112) 
職能背景異質性 0.441 キ 0.277 * 0.329 * 0.192 * 
(0.016) (0.926) (1.031) (1.031) 
在職期間異質性 -0.040 0.013 0.054 -0.032 
(0.000) (0.001) (0.002) (0.002) 
年齢異質性 0.004 0.018 0.044 0.026 
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
TMT平均在職期間 6.622 ** 
(0.000) 
TMT平均在職期間三 -4.046 *ホホ
(0.000) 
平均年齢(才) -0.014 
(0.000) 
社長在任期間 -0.112 t 
(0.001) 
社長年齢(才) 3.026 * 
(0006) 
社長在職期間 0.069 
(0000) 
財務・会計 -0.056 
(0014) 
事務管理・経営企画 0.110 
(0.008) 
生産関連 -0.091 
(0.004) 
嘗業・販売 0.058 
(0.005) 
研究開発 0.166 本
(0.010) 
観測数 350 350 350 350 350 350 350 
括弧内lJL差
4.5 8.7 8.4 3.8 21.3 14.8 116.3 
※今回のGLSでは決定係数は意味を持たないため、記載していない
第6節結語
近年、環境の不確実性が増大する中で、 技術開発の方向性と技術蓄積の方法を
マネジメン 卜することによって付加価値の最大化を図ること(延岡 2006)の重要
性が問われるようになってきた。これらの意思決定は トップ・マネジメントのタス
クと考えられるが、実際に トップ ・マネジメントが自社の技術開発の方向性に関
してどの程度関与しているのかについては、これまでほとんど実証的に明らかに
されてこなかった。そこで、本稿では トップ・マネジメン トが技術開発戦略に関与
している可能性の高い日本の化学産業に焦点を当て、 トップ ・マネジメン トと技
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術開発戦略の変更の関係性について実証分析を行った。
本稿の分析結果が示しているのは、化学企業のトップ・マネジメントは、技術
開発戦略の変更に関する戦略的意思決定に影響を与える存在であり、その意思決
定はトップ・マネジメントの様々なバックグラウンド(職能背景、平均在職期間な
ど)によって変わる可能性があるということである。分析により得られた知見は、
取締役の研究開発についての職能経験が技術ポートフォリオの拡大に影響を与え
ており、また職能背景に関する τ'MT異質性が技術ポートフォリオの変更やパフ
ォーマンスに影響を与えているということである。さらにはτ'MTの平均在職期
間が、技術戦略の変更と逆U宇の関係、にあることが見出された。
最後に本稿の射程について述べておく必要があろう。本稿のサンフ。ルは 80年
代から 90年代中盤までの大手化学企業 35社(観測数350)である。したがって、
90年代中盤までのトップ・マネジメントの影響力に限られており、化学企業全体
の傾向として分析結果を論じることは尚早であろう。但し、近年の不確実性の高
まりやグ、ローノ勺レ化の進展を考えると、さらにトップの影響力が強まっているも
のと推察される。また、公開特許件数を用いたが、個々の特許の重要度について
は捨象している点にも留意する必要がある。なお、本稿では主に TMTに焦点を
当てた分析を行ったが、 TMTの中で最も影響力を持つ社長の特性を考慮、した分
析モデ、ルの構築が必要で、あると考える。これらについては今後の課題としたい。
[注1
1)多様な視点は問題解決に当たって利用可能なリソースとなるため(Jackson，1992)、視点の幅
や多様性が問題解決に有用である場合、異質な視点はメリッ卜が高いと考えられるのである。
2)TMT異質性と戦略変更の関係性については、一貫して有意な正の関係が見出されているわけ
ではない。 Wiersemaand Bantel(1992)は、在職期間異質性と戦略変更との聞に有意な結果
を得ていない。Johnson，Hoskisson， and Hitt (1993)もまた、取締役会の在職期間異質性
とTMTの在職期間異質性の両方とも、企業の事業再構築と有意な相関関係を得ていない。先
行研究によって、特に環境において重大な変化が生じた際や業績が悪化した場合に、企業は
戦略変更を行う必要があることがわかっている(Child，1972; Pfeffer and Salancik，1978; 
τ'ushman and Romanelli，1985)。
3)アメリカの多国籍企業52社を対象にτMT特性と国際的多角化戦略の変更との関係について
探求したWallyand Becerra(2001)は、コア職能と国際的多角化戦略の変更との聞に負の相聞
を見出している。ここでいうコア職能とは、オベレーション、 R&D、マーケティングといっ
た職能に現在もしくは過去に在籍していた人数がTMTに占める割合を計算したものである。
4)同様に 1986年時点におけるアメリカのエレクトロニクス産業に属する 126社の企業を対象
に、 τMT構成と国際的多角化の関係性について実証分析を行ったτ'ihanyi，Ellstrand， and 
Daily， and Dalton(2000)もTMTの平均在職期間において有意な正の相関関係を見出してい
る。なお、 TMT構成がパフォーマンスに与える影響について分析を行ったMicheland 
Hambrick(l992)は、平均在職期間と ROAとの聞に有意な関係性を見出していない。
5)機能性化学産業研究会は経済産業省によって2001年に設置された。
6)西川 (1998)によると、研究開発費が支出される期間は、企画後6年間である。第一段階は
企画調査・探索研究段階として2年が費やされる。第二段階は、正規の研究テーマとして採
択され、新製品が誕生する段階であり、最も研究開発費が支出される。この段階では実験室で
の小実験(1年間，以後継続)、中実験(1年間)を経て試験生産が行われる。第三段階は工場建設
がなされ、小実験が引き続き行われる(1年間)。第4段階は、工場操業段階であり、実験的な
フォローや市場開拓用の実験、無償サンプルの提供など委託試験等の開発費の支出は続くが(1
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年間)、操業が安定し、市場開拓が進むにつれて開発費は漸減してし、く。この4つの段階にお
いて順次、特許が出願されるであろうが、各段階で、開発の内容が異なっていることを考えれば、
特許は開発に着手後、 2年間で出願されていると予測できる。特に特許が多く出される第一、
第二段階のそれぞれにおいて トッフ・マネジメン卜の開発を続行するか否かの意思決定がある
と想定すると、意思決定から 2年前後で主な特許が出願されていることになる。すでに触れ
たように、本稿のサンプルにも入っている 日立化成工業のケースでは、 2年を区切りとして、
経営資源を集中投入し、有望テーマの事業化にトップ・マネジメン卜が積極的に関わる形で取
り組んでいる(内ケ崎2002)。また、機能性化学などのようにマーケットや知識に深く関わる
製品の登場を受けて、製品開発のリー 卜、タイムは4.7年(88年)から 2.1年(98年)へと急激に短
くなっている。開発している聞に順次、特許出願が行われたと想定すると、やはり技術開発に
着手後、 1年半から 2年半の聞に多くの特許が出されたものと考えられる。 トップ・マネジメ
ントが技術開発戦略に関与しており、ほとんどの特許がおおよそ 2年程度で出願されるとい
う本稿の仮定については、長年にわたり大手化学企業(科高サンプノレ企業のひとつ)の中央研
究所で、勤務された小津茂幸氏(大田区産業振興協会産学連携コーデ、ィネーター)からも支持を
得ている。同氏によると、同社ではトッフ。が技術開発動向について注視し、必要に応じて技術
開発すべき分野の指示や、特定技術分野からの撤退についての意思決定を行っていたとしづ。
それは80年代後半から始まり、特にパフル崩壊後に、化学企業は技術ポートフォリオを見直
し、技術開発の効率性と有効性にトップがより注目するようになったとしづ。
7)なお、この場合、社長交代も含めTMTメンバーが毎年入れ替わる時期が多くの企業で6月
時点であることを前提としているということを付け加えておく。もしも 12月決算企業の場合
には、特許出願期間は3ヶ月ずれて 1年9ヶ月から 2年9ヶ月という ことになる。
8) Cochrane-Orcutt変換を行い、系列相聞を修正したのちに、そこから得られた企業特有の誤
差分散によってすべての変数を除した後に、 OLSを行う手法である。こうした手法は、
Finklestein and Hambrick (1990)他多数の戦略的リーダーシップ研究者が用いている。
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